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 一般社団法人交通環境整備ネットワークの8期目となった2016年度（平成28年度）においては、懸案の事

務所移転を行いました。 

また、地域と鉄道の一層の結びつきが必要との認識のもと、交通環境の調査研究を進めると共に地域鉄道フ

ォーラムの開催、各種催物の後援、協力等を行ってきました。 

 詳細については以下のとおりです。 

 

１．交通環境の調査研究 
 

 鉄道、バス等交通環境の現状に関する諸情報を収集するとともに、調査研究等を2016年11月発行の会報「地

域交通を考える」第8号において公表しました。 

 

 「地域交通を考える」第8号の内容 

【巻頭言】地域と共に活かされ、報われる鉄道を目指して     澤田長二郎 

【バス】旅客需要の創造～人口減少社会に向けてのチャレンジ   吉田 平 

【都市鉄道】駅の案内サイン ～設置基準と事例～        入江 聡 

【地域鉄道】 

    三江線を尋ねて                    平田一彦 

公共交通を生かした地域づくり活動の10年 

～わたらせ渓谷鐵道を中心に～            佐羽宏之 

上毛電鉄友の会の活動について             塩島 翔 

ふるさと納税活用による地域鉄道活性化策 

     ～五所川原市・津軽鉄道コース～           澁谷房子 

【海外の鉄道】 

欧州の鉄道 乗車記                  佐藤由祐 

国際鉄道技術専門見本市（Inno Trans 2016）レポート     山口禎一 

【鉄道営業】明治期における旅客鉄道運賃・料金の変遷      原  潔 

【連載：鉄道法律相談】 

停車すべき駅に列車を停車させなかったときには罪？   小島好己 

【講演録】地域鉄道フォーラム2016「地域鉄道の価値を考える」  

 

２．交通環境の整備及びその活動に対する支援協力 
 

（１）主催活動 

国土交通省鉄道局後援 地域鉄道フォーラム2016 

「地域鉄道の価値を考える」を以下のとおり開催しました。 

期 日：平成28年6月11日（土）13時00分～15時15分 

場 所：東武博物館ホール 

参加人員：134名 

プログラム 

   １．来賓あいさつ 国土交通省鉄道局鉄道事業課長  大野 達氏 

   ２．基調講演 「地域鉄道の価値を考える」 

          関西大学経済学部教授        宇都宮浄人氏 

３．トークセッション「地域鉄道の価値とは」 

    コーディネーター／関西大学経済学部教授     宇都宮浄人氏 

        芝浦工業大学工学部教授         岩倉成志氏 

        愛知学泉大学現代マネジメント学部講師  田中 人氏 

        国土交通省鉄道局技術企画課技術開発室長 岸谷克己氏 

        水間鉄道株式会社会長          関西佳子氏 

        鉄道アーティスト            小倉沙耶氏 
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（２）後援・協力、参加等の活動 

後援・協力 

1. 東北福祉大学鉄道交流ステーション主催第27回企画展「車掌の仕事」後援 平成28年4月5日~

平成28年7月2日 

2. ローカル鉄道・地域づくり大学「第4回終着駅サミット＆第3回ローカル鉄道サミット」後援 平

成28年7月30日~平成28年7月31日 

3. わたらせ渓谷鐵道市民協議会総会特別講演会「波瀾万丈！東武鉄道マン記」後援 平成28年7月3

日 

4. 東北福祉大学鉄道交流ステーション主催第 28 回企画展「空から眺める駅の容姿と変容」後援 平

成28年8月2日~平成28年11月5日 

5. 東北福祉大学鉄道交流ステーション主催第 29 回企画展「東北・北海道を走ったブルートレイン」

後援 平成28年12月6日~平成29年3月4日 

 

参加等 

1. 運輸政策研究所主催「研究報告会2016年春」（第39回） 平成28年5月27日 

2. 運輸総合研究所主催「研究報告会2016年秋」（第40回） 平成28年11月24日  

3. 運輸総合研究所主催「少子高齢社会における持続可能な都市鉄道のあり方」平成28年12月13日 

4. 一般財団法人運輸総合研究所・政策研究大学院大学 ・アジア交通学会主催シンポジウム「アジア

大都市における都市鉄道の整備・運営」～ＰＰＰへの期待と課題平成29年2月20日 

5. 人と環境に優しい交通をめざす協議会主催フォーラム「交通政策基本法の展開」（第 13 回）平成

29年3月13日 

6. 東京大学公共政策大学院 ITPU(国際交通政策研究ユニット)主催セミナー「観光と交通のコラボレ

ーション(第3回)」平成29年3月14日     ほか 

 

３．支援事業 
 以下の支援事業を実施しました。 

（１）地域鉄道支援事業の広報活動を行いました。 

（２）安全管理規程類の整備に対するサポートを行いました。 

（３）鉄道技術懇話会を開催しました。 

   「若桜鉄道の安全対策の現状」平成28年8月6日 船橋商工会議所 
 

４．交通環境にかかる提言、出版並びに情報発信 
（１）インターネットによる情報発信 

①ホームページ 

 インターネットサイトhttp://ecotran.or.jp/より情報発信を行いました。 

②メールによる鉄道関係情報等の配信  

 鉄道等地域交通関係諸情報を収集するとともに会員あてメールで配信を行いました。 

（２）会報の発行 

交通環境の調査研究論文及び諸情報をまとめた会報「地域鉄道を考える」第 8号を平成 28 年 11 月に発行

しました。 

（３）鉄道ジャーナル誌に法人活動等掲載 

当法人並びに会員の活動を紹介する「ecotran通信」欄を毎月鉄道ジャーナル誌に掲載しました。 

 

５．法人のうごき 
 

（１）定時社員総会 

日時   平成28年6月11日（土） 11時～11時40分 

場所  東武博物館ホール 
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出席者及び委任状及び賛成議決個数79個（総社員数123）  

報告・承認事項 

 １．2015年度事業報告の件 

 ２．2015年度決算報告の件 

 ３．2016年度事業計画の件 

 ４．2016年度収支予算書の件 

  それぞれの内容を説明し、2015年度事業報告及び 2015年度決算報告については、監事を代表して小

島監事から正しく事実と認める旨の監査報告がなされました。 

  会場に一括承認を願ったところ、満場一致で承認がなされました。 

  決議事項 

   決議事項 

第1号議案 定款変更の件 

定款に記載する英文表示名称及び主たる事務所の変更についてその理由を説明し、会場に諮ったとこ

ろ、以下のとおり満場一致で決議されました。 

（名称） 

第１条 当法人は、一般社団法人交通環境整備ネットワークと称し、英文では The Network for 

Transport and Environment（略称ecotran）とする。 

（主たる事務所） 

第２条 当法人は、主たる事務所を東京都中央区に置く。 

 

（２）理事会 

①平成28年6月11日（土） 東武博物館 

主たる事務所の移転日について（平成28年9月1日とすることを決定） 

②平成28年9月30日（金） 銀座アトレサロン「セミナールーム」 

新事務所について、地域鉄道フォーラム2017の開催について、鉄道写真詩コンテストの開催につい

て、会報「地域交通を考える」の作成について 

③平成28年11月14日（金） 港区生涯学習センターばるーん 

  事務所移転に伴う手続き関係、会報の発刊及び配付について、鉄道写真詩コンテスト及び地域鉄道

フォーラム2017の開催について 

④平成29年3月24日（金） 港区生涯学習センターばるーん 

定時総会議案書について、地域鉄道フォーラム2017の開催について、鉄道写真詩コンテストの開催

について、一般社団法人交通環境整備ネットワーク10年史の作成について 

 

（３）事務所移転 

   9月1日に以下の場所に事務所移転を行うと共に関係官庁等への手続きを完了いたしました。 

    〒103-0027 東京都中央区日本橋三丁目2番14号新槇町ビル別館第一2階 

TEL 03-6811-1102 FAX03-6811-1112 

 

（４）会員数 

      平成29年3月31日現在    会員数  134名 
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２０１６年度 決算報告書
第8期：　2016年4月1日～　2017年3月31日

－　５　－



単位：円

一般会計 収益事業 内部取引消去 合計ｂ

①受取入会金 10,000 8,000 8,000 2,000
②受取年会費 320,000 344,000 344,000 △ 24,000
③事業収益 400,000 151,500 151,500 248,500
④受取寄付金 0 0
⑤雑収入等 69,066 23 69,089 △ 69,089
⑥他会計からの繰入額 100,000 60,000 60,000 40,000

830,000 481,066 151,523 0 632,589 197,411

①事業費支出 360,000 207,628 28,258 0 235,886 124,114
②管理費支出 360,000 290,973 82,100 0 373,073 △ 13,073
③他会計への繰出額 100,000 0 60,000 60,000 40,000

820,000 498,601 170,358 0 668,959 151,041
10,000 △ 17,535 △ 18,835 0 △ 36,370 46,370

0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

10,000 0 0 0 0 10,000

0 △ 17,535 △ 18,835 △ 36,370 36,370

1,098,069 809,589 288,480 1,098,069 0
1,098,069 792,054 269,645 1,061,699 36,370

消費税等の会計処理は、税込方式による。

差異 a-b 備　　考
決　　算　　額予算額

a
科　　目

当期収支差額

前期繰越収支差額
次期繰越収支差額

（２）財務活動支出
財務活動収支差額

４．予備費支出

第8期：　2016年4月1日～　2017年3月31日
収　　　支　　　計　　　算　　　書

（１）財務活動収入

２．投資活動収支

１．事業活動収支

投資活動収支差額

３．財務活動収支

（１）事業活動収入

（１）投資活動収入
（２）投資活動支出

事業活動収入計
（２）事業活動支出

事業活動支出計
事業活動収支差額
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単位：円

一般会計 収益事業
内部取引
消去

合計ｂ

(1)地域鉄道フォーラ
ム等の開催

70,000 87,528 87,528 △ 17,528 ポスター等

(2)会報の作成 95,000 120,100 120,100 △ 25,100
(3)地域鉄道支援 195,000 28,258 28,258 166,742

360,000 207,628 28,258 235,886 124,114

（1）旅費交通費 20,000 0 0 20,000
（2）通信費 20,000 16,702 16,702 3,298 郵便、宅配便

（3）諸会費 5,000 0 0 5,000
（4）会議費 10,000 9,660 9,660 340 理事会等

（５）印刷製本費 10,000 4,850 4,850 5,150
（6）賃借料 80,000 102,415 102,415 △ 22,415 事務所・電話借料

（7）事務用消耗品費 30,000 44,724 44,724 △ 14,724
（8）新聞図書費 5,000 6,221 6,221 △ 1,221
（9）委託費 15,000 34,710 34,710 △ 19,710

(10)租税公課 160,000 61,450 82,100 143,550 16,450 法人税等

（11）雑費 5,000 10,241 10,241 △ 5,241 振込手数料等

360,000 290,973 82,100 373,073 △ 13,073

３．他会計への繰出額 100,000 60,000 60,000 40,000

820,000 498,601 170,358 668,959 151,041

１．資金の範囲　　資金の範囲は、現金預金額の範囲内

２．次期繰越収支差額に含まれる資産および負債の内訳

単位：円
前期末残高 当期末残高

現金・預金 1,213,569 1,192,799
未収入金 0 0
前払費用 0 0
仮払金 0 0

資産 a 1,213,569 1,192,799
短期借入金 0 0
未払費用 0 0
未払金 92,500 82,100
前受金 23,000 49,000

負債 b 115,500 131,100
繰越収支差額  a-b 1,098,069 1,061,699

科　　目

　　　　　管理費計

収支計算書に対する注記

科　　目

事業活動費計

２．管理費

１．事業費

事業費計

事業活動支出の内訳

備　　考
予算額

a

決　　算　　額
差異 a-b
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貸借対照表 　2017年3月31日現在

単位：円

一般会計 収益事業
内部取引
消去

合計 a

現金預金 841,054 351,745 1,192,799 1,213,569 △ 20,770
未収入金 0 0 0 0 0
前払費用 0 0 0 0 0
仮払金 0 0 0 0 0

841,054 351,745 1,192,799 1,213,569 △ 20,770

什器備品 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

841,054 351,745 1,192,799 1,213,569 △ 20,770

短期借入金 0 0 0 0 0
未払費用 0 0 0 0 0
未払金 0 82,100 82,100 92,500 △ 10,400 法人税等

前受金 49,000 0 49,000 23,000 26,000 次年度会費前受け

49,000 82,100 131,100 115,500 15,600

基金 700,000 0 700,000 700,000 0
一般正味財産 92,054 269,645 361,699 398,069 △ 36,370
正味財産合計 792,054 269,645 1,061,699 1,098,069 △ 36,370

841,054 351,745 1,192,799 1,213,569 △ 20,770

正味財産増減計算書第8期：　2016年4月1日～　2017年3月31日

単位：円

一般会計 収益事業
内部取引
消去

合計 a

Ⅰ　基金増減の部
基金期首残高 700,000 700,000 700,000 0
基金期末残高 700,000 700,000 700,000 0

Ⅱ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
（１）経常収益

受取入会金 8,000 0 8,000 8,000 0
受取年会費 344,000 0 344,000 236,000 108,000
事業収益 0 151,500 151,500 299,257 △ 147,757
受取寄付金 0 0 0 0 0
雑収入等 69,066 23 69,089 21,164 47,925
他会計からの繰入額 60,000 0 60,000 100,000 △ 40,000

481,066 151,523 632,589 664,421 △ 31,832
（２）経常費用

事業費 207,628 28,258 235,886 222,135 13,751
管理費 290,973 82,100 373,073 305,579 67,494
他会計への繰出額 0 60,000 60,000 100,000 △ 40,000

経常費用計 498,601 170,358 668,959 627,714 41,245
当期経常増減額 △ 17,535 △ 18,835 △ 36,370 36,707 △ 73,077
２．経常外増減の部
（１）経常外収益 0 0 0 0 0
（２）経常外費用 0 0 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0 0 0
当期一般正味財産増減額 △ 17,535 △ 18,835 △ 36,370 36,707 △ 73,077

109,589 288,480 398,069 361,362 36,707
92,054 269,645 361,699 398,069 △ 36,370

792,054 269,645 1,061,699 1,098,069 △ 36,370

財務諸表に対する注記
重要な会計指針
１．「公益法人会計基準」（平成20年4月11日・改正平成21年10月16日付け内閣府公益認定等委員会）に準拠しています。
２．消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

３．正味財産の部

当　　年　　度

負債及び正味財産合計

１．資産の部
（１）流動資産

科   目
当　　年　　度

前年度 b 増減 a-b 備    考

経常収益合計

一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

正味財産合計

（２）固定資産

固定資産合計
資産合計

（１）流動負債
２．負債の部

流動資産合計

負債合計

科   目 前年度 b 増減 a-b 備    考
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２０１７年　　４　月 １２　日

一般社団法人　交通環境整備ネットワーク

代表理事　　原　　　潔　殿

監　事　　　長　瀬　　博小島好己 ㊞

監　事　　　長　瀬　　博入江　聡 ㊞

第8期：　2016年4月1日～　2017年3月31日

１．監査方法の概要
（１）

（２）

２．監査意見
（１）

（２）

以上

　　　監　　　査　　　報　　　告　　　書

一般社団法人　交通環境整備ネットワーク

事業報告書の内容は、事実と認める。

   私は、２０１６年４月１日から２０１７年３月３１日までの第８期会計年度における会計及び
業務の監査を行い、その結果を次のとおり報告する。

会計監査は、帳簿並びに関係書類の整合閲覧により、決算書類の正確性を検討し
た。

業務監査は、理事会及びその他の会議に出席し、必要と思われる事項について理
事から業務の報告を聴取し、関係書類の閲覧等により業務執行の妥当性を検討し
た。

財務諸表及び収支計算書は、会計帳簿の記載金額と一致し、収支状況及び財務
状況を正しく示しているものと認める。
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